




 
日本の英語学習 
ガイジンのように話す 
 
日本政府，英語の授業で経済活性化を狙う 
2016 年 8 月 27 日｜東京｜印刷版 
 
日本のバスや電車は定刻通りに到着する。日本の技術者は正確なことで有名だ。しかし，英語と

なると日本らしからずいい加減である。掲示の綴りはよく間違っており，タクシー運転手は外国

人とコミュニケーションを取るのにフレーズ集を指さす。流行に乗ろうとして英語名を付けた店

に至ってはひどいありさまで，「プープディック」(※英語で排便と男性器を指す)という中古の化

粧品店を目撃した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

わかる？ 
 
他の裕福な先進国と比べて，日本には英語を話せる人が格段に少ない。2015 年，非ネイティブス

ピーカー向けで人気のある英語習熟度テストである TOEFL の日本の平均スコアは 120 点中 71
点であり，ラオスとカンボジアを除く全ての東アジア諸国のスコアよりも低い。英語話者を求人

する企業は，日本で英語教育を受けた人物は期待に沿わないだろうと考え，留学経験者もしくは

帰国子女を求める傾向にある。 
 
この傾向を変えたい政府は今月初旬，英語教育を全面的に見直す計画を発表した。児童は程なく

これまでの 10 歳より 2 年早く，8 歳で英語を学び始めることになる。授業では読み・書き・文法

よりもコミュニケーションが重視されることになる。 



 
これら全ての改革によって，日本が英語を共通語とする世界で一層大きな役割を果たす助けとな

ることが望まれている。東京外国語大学の髙島英幸教授は「他者の文化を理解し，私たちのこと

を他者に説明するために英語は必要なのです」と述べている。そして，特に安倍晋三政権にとっ

て重要なことであるが，経済を活性化させるためには英語が必要である。国内の人口が減少・高

齢化するにつれて、海外事業を拡大している日本企業は海外で成功するため，そして日本に優秀

な人材を惹きつけるために英語を必要としているからだ。 
 
英語に関わる問題について自社で対応している会社もある。長きにわたりソニーは，従業員は自

社製品の取り扱いについて英語で説明出来なければならないと説いてきた。30 ヵ国に展開する電

子取引の巨大企業である楽天のハーバード大卒の社長，三木谷浩史氏は 6 年前に会社の主要言語

を英語と定めた。その結果，今では日本語で行われる会議はない。また楽天は全ての従業員のた

めに英語の授業を提供している。自動車メーカーのホンダも昨年，2020 年までに言語を転換する

と発表している。 
 
教育システムの見直しだけでは十分ではなく，文化的障壁に取り組まねばならない。滅多に海外

旅行をせず，仕事で英語が必要ではないため，多くの日本人は英語を使う必要性を感じていない。

アメリカの映画や音楽はヨーロッパ，アフリカ，中東ほど普及していない。日本文化の純粋性を

保つことに熱心な伝統主義者には万事そのまま保たれるのが嬉しいのである。 
 
上智大学の吉田研作教授は最大の問題は自信の欠如にあると考えている。多くの日本人は，非ネ

イティブスピーカーが犯しがちな誤りを恥ずかしく思うあまり，全く挑戦したがらない。また，

彼らは英語の発音に苦労している。というのも，例えば，日本語では“l”と“r”の発音を区別し

ないからである。日本語で使われる英単語はしばしば，ネイティブスピーカーですら認識できな

いほど音が変わっている。例えば aidoru は idol，Makudonarudo は McDonalds，bareboru は

volleyball を意味する発音なのである。吉田教授は「私たちはネイティブスピーカーのように（ガ

イジンのように）話さなくてよいのだと認識する必要があります。意思疎通さえ出来ればよいの

です」と述べている。 
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